
令和7年度 尼崎市ファミリーアンケート
集計結果
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アンケート仕様
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アンケート実施概要

内容項目
2026/1/31～2026/2/14期間

6,000件のファミリー世帯
①市内への転入世帯:1,400世帯
②市内間の転居世帯:1,400世帯
③市外への転出世帯:1,800世帯(※)
④市内に在住の世帯:1,400世帯

対象者

アンケート案内文の郵送送付方法

WEBサイト
郵送でアンケート案内文に印字されたQRコードからの
WEBサイト上で回答可能

返送方法

36問
(地域幸福度（Well-Being）調査の規定の設問含
む)

設問数

単一選択/複数選択回答形式

1,600
統計学上有意な結果を得られる下限値

回収目標数

実施概要 アンケートサイト(イメージ)

※転出先は関西に限定
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アンケート回収状況

回収率回答数送付数
種別

㋑/㋐構成比㋑㋐

30.6%23.3%4281,400①市内への転入世帯

30.8%23.3%4311,400②市内間の転居世帯

13.8%30.0%2481,800③市外への転出世帯

38.9%23.3%5451,400④市内に在住の世帯

--21-判別不可

27.9%100%1,6736,000合計

アンケート回答数 アンケート回答者属性

合計
判別
不可

④市内の
在住

③市外への
転出

②市内間の
転居

①市内への
転入年代

14721423624620代

1,065633317326928430代

372317242837240代

2401035650代

40200260代

61101471218年齢
不明

1,67321545248431428合計

合計
判別
不可

④市内の
在住

③市外への
転出

②市内間の
転居

①市内への
転入年代

6589213111152173男性

98211321136271243女性

331111812性別
不明

1,67321545248431428合計
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結果サマリ
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結果サマリ①

 転居のきっかけ(問1-1)
 全属性共通で 1位『住宅の購入・取得』、2位『出産・子どもの増加』
 3位は属性で分岐:①市内への転入＝就職・転職・転勤／②市内間の転居＝子どもの成⾧で手狭／④市外への転出＝より良い居住環境

 居住地選択の主体(問2)
 『パートナーと自分の意向』が最多、次いで『自分の意向』（合計8～9割）

 居住地以外の自治体比較検討(問4)
 ①市内への転入の6割・③市外への転出の7割が他自治体を検討／②市内間の転居は半数が比較なし
 比較検討先として西宮・伊丹・大阪・神戸が多く、北摂（豊中/川西/吹田）や宝塚、明石は低調

 居住地決定における重視条件(問5)
 住居:住まいそのものの条件（広さ・間取り・価格感など）を重視し、全属性で上位（生活基盤の中核）
 立地・アクセス:通勤・移動の利便性を重視し、全属性で上位（生活基盤要素）
 買物・飲食:日常生活の利便（商業・サービス）を重視し、全属性で上位（生活基盤要素）

 居住地で生活する中で重視する条件（問8）
 全体傾向:重要度が満足度を上回る項目が多い（重要だが満たせていない領域が広い）
 ギャップ大＝課題感が強い:子育て支援・保育サービス／事故・犯罪（安全安心）／教育環境／自然災害
 ギャップ小＝課題感が相対的に弱い:遊び・娯楽／都市景観／多様性と寛容性／文化・イメージ

 居住年数(F2)
 ①市内への転入・②市内間の転居・③市外への転出は直近3年以内が中心
 ④市内の在住は5年以上が大半



66

結果サマリ②

 同一世帯の家族構成(F4)
 ①市内への転入と②市内間の転居は家族構成の分布が近い（夫婦+子ども1人世帯が相対的に多い）
 ④市内の在住は、同じく子育て世帯が多い中でも「夫婦＋子ども3人」が相対的に多い

 引っ越し前後の住居の種類(F5)
 ①市内への転入・②市内間の転居・③市外への転出において、賃貸マンション中心（7～8割強）

→引っ越し後は戸建て持家（4～5割強）へ移行が多い

 引っ越し前後の住居の間取り(F5)
 ①市内への転入・②市内間の転居・③市外への転出において40～60㎡→60～80㎡、

間取りは2DK/2LDK/3K→3DK/3LDK/4Kへ拡大

 自家用車保有状況(F6)
 ①市内への転入・②市内間の転居・④市内の在住は70%前後だが、③市外への転出は約85%と他属性に比べ車保有率が高い

 住宅情報源(F8)
 不動産会社のウェブサイト・情報誌・チラシ/不動産会社の店舗での相談・案内が上位
 ③市外への転出はSNSが突出、住宅展示場もやや多い

 地域への愛着(F10)
 ②市内間の転居・④市内在住は「愛着あり」が7割超、①市内への転入も6割弱

 現在住んでいる地域や社会の活性化/発展への貢献意向(F11)
 「強くそう思う」「ややそう思う」の合計が50～65%で、全属性で半数以上が貢献意向あり



77

結果サマリ③

 回答者/配偶者・パートナーの出身地(F12)
 出身地は「尼崎市」が最多で、①～④すべての属性でボリュームが大きい

 現在の居住地区(F13)
 尼崎在住者に関しては立花地区／園田地区／武庫地区が多く、大庄地区／中央地区は相対的に少ない
 武庫地区は②市内間転居が①市内転入を上回り、市内住民の住み替えが強い示唆

 回答者/配偶者・パートナーの勤務先・勤務時間(F14)
 勤務先は、回答者:尼崎市内＞大阪市＞神戸市＞西宮市／配偶者:大阪市＞尼崎市内＞神戸市＞伊丹市で順位が異なる
 通勤時間は15～45分が中心だが、③市外転出は「60分以上」が最多
 配偶者は30～45分・60分以上が相対的に高め

 現回答者/配偶者・パートナーの職業(F15)
 産業分類は全体で「製造業」が最多、次いで「医療・福祉」「卸売業」
 配偶者も製造業が最多（213件）で回答者（216件）と同水準だが、医療・福祉は配偶者127件＜回答者177件で分散傾向。

 世帯年収(F16)
 全属性で600～800万が最多
 ③市外への転出は次点が800～1,000万で相対的に高収入傾向
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設問回答の集計結果
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集計前提条件

 転入・転居・転出の人数について
 市内へ転入:428
 市内間の転居:431
 市外への転出:248
 市内の在住:545
 Null:21

 前提条件
• 市内への転入~④市内の在住で判定不可なデータ(=Nullのデータ)は除外

 選択方式
• 単一選択は 、複数選択は のアイコンを各ページの左上に付与MASA
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問1-1 現在の居住地に転居したきっかけ
 転居のきっかけは、全属性共通で1位が「住宅の購入・取得」、2位が「出産・子どもの増加」となった。
 一方で3位は属性ごとに傾向が異なり、市内転入は「自分または同居人の就職・転職・転勤」、市内間転居は

「子どもの成⾧により手狭になった」、市外転出は「より良い居住環境を求めて」と割れる結果となった。

MA

共通1位

共通2位

市内転入3位

市内間転居3位

市外転出3位

 ①市内へ転入  ②市内間の転居  ③市外への転出
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問1-2 現在の居住地に住み続けている主な理由
MA  ④市内の在住

 問1-1で転居のきっかけとなった上位1～3位の理由のうち、「就職・転職・転居」「居住環境」「住宅の購入・取
得」が1位・2位・4位となった一方で、「子どもの成⾧による手狭さ」「出産・子どもの増加」は中位に位置してい
ることから、家族構成の変化は事象が生じてから転居のトリガーとしての重みが増すことがうかがえる。
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問2 現在の居住地に住み続けているのは誰の意向か
 居住地選択の主体については、全属性で「パートナーと自分の意向」が圧倒的多数で1位、2位は「自分の意向」。
 属性別の傾向の差異としては、市内転入の約5％は「仕事の都合」、市内在住の約5%は「その他の理由」となっている。

「パートナーと自分の意向」＋「自分の意向」で8～9割
仕事の都合

その他の理由

 ①市内へ転入  ②市内間の転居  ③市外への転出  ④市内の在住SA
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問3 現在の居住自治体以外を検討したか
 市内転入においては、6割が比較検討のうえで尼崎市を選択している。市外転出についてはこの割合は7割となっている。
 一方で市内間転居では、半数が尼崎市以外を比較検討しなかったことから、この層は問1と合わせて「出産や子どもの

増加」「子どもの成⾧」により転居はするが、環境変化の少ない市内間転居を最初から志向していることがうかがえる。

 ①市内へ転入  ②市内間の転居  ③市外への転出  ④市内の在住SA
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問4 現在の居住地以外に検討した自治体
 若干の順位の入れ替わりはあるものの、全属性で西宮市・伊丹市・大阪市・神戸市が多く比較検討されている。
 一方で、豊中市・川西市・吹田市といった北摂エリアと宝塚市は比較検討対象としては低調であった。
 なお、播磨エリアで人口が増加している明石市はほとんど比較されていない。

阪神エリア

阪神エリア

阪神エリア

阪神エリア

阪神エリア

阪神エリア

北摂エリア

北摂エリア

北摂エリア

MA  ①市内へ転入  ②市内間の転居  ③市外への転出  ④市内の在住
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問4 現在の居住地以外に検討した自治体(③市外への転出 除外)
 若干の順位の入れ替わりはあるものの、全属性で西宮市・伊丹市・大阪市・尼崎市が多く比較検討されている。
 一方で、豊中市・川西市・吹田市といった北摂エリアと宝塚市は比較検討対象としては低調であった。
 なお、播磨エリアで人口が増加している明石市はほとんど比較されていない。

阪神エリア

阪神エリア

阪神エリア

阪神エリア

阪神エリア

阪神エリア

北摂エリア

北摂エリア

北摂エリア

MA  ①市内へ転入  ②市内間の転居  ③市外への転出  ④市内の在住
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問4 現在の居住地以外に検討した自治体 ×
問6 現在の居住地選択時に、子育て支援政策をどの程度意識したか
 子育て支援政策を「やや意識した／非常に意識した」割合（色が赤い領域）が、西宮市・伊丹市で特に目立ち、居住

検討時に施策を重視する層が相対的に多いことがうかがえる。
 一方で、多くの自治体・区分では青が多く、「全く／あまり意識していない」側に寄りがちで、全体として強い意識

は一部に集中している。

阪神エリア

阪神エリア

阪神エリア

阪神エリア

阪神エリア

阪神エリア

北摂エリア

北摂エリア

北摂エリア

MA  ①市内へ転入  ②市内間の転居  ③市外への転出  ④市内の在住
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問5 現在の居住地を決める際に重視した条件
居住地選びで重視する条件は①～④共通で、「住居」「立地・アクセス」「買物・飲食」など生活の基盤に直結する項目
が相対的に高い。

 ①市内へ転入  ②市内間の転居  ③市外への転出  ④市内の在住MA
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各属性の絶対条件/必要条件の回答割合
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問6 現在の居住地選択時に、子育て支援政策をどの程度意識したか
 市内転入の5割強、市外転出の6割強が自治体の子育て支援政策を「非常に意識」「やや意識」していることから、

転出入において自治体の子育て支援政策は半数以上の住民にとって意識されるものであると言える。

 ①市内へ転入  ②市内間の転居  ③市外への転出  ④市内の在住SA

意識層非意識層
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問7 子育てに関する具体的な項目についてどの程度意識したか
 「子どもの医療費助成」が、全属性共通で意識が高く、次いで「子どもの教育環境」 「子ども向け施設の充実」と続く。
 なお、属性別で意識に大きな差（赤と青の混在）が生じた項目は無かった。

MA  ①市内へ転入  ②市内間の転居  ③市外への転出  ④市内の在住
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問7 子育てに関する具体的な項目についてどの程度意識したか ×
F4 現在の住所の同一世帯の家族構成（ひとり親＋子ども）
 ひとり親＋子ども（回答者21人）では、子育て施策への意識は全体的に高い。
 医療費助成や保育・健診など「日常に直結する支援」ほど意識が高めに集中し、住宅支援などは相対的に低め。

MA  ①市内へ転入  ②市内間の転居  ③市外への転出  ④市内の在住

※回答者総数:21人
※③市外への転出は除外

回答の中心
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問7 子育てに関する具体的な項目についてどの程度意識したか ×
F4 現在の住所の同一世帯の家族構成（夫婦＋子ども1人）
 子育て施策に関しては、全体として「意識が高め（ある程度意識している）」側に回答が寄り、低い側は少数にとどまる。
 回答の中心は中～高水準に集まり、施策ごとの差はありつつも「一定程度は意識されている」という傾向が見て取れる。

MA  ①市内へ転入  ②市内間の転居  ③市外への転出  ④市内の在住

※回答者総数:199人
※③市外への転出は除外

回答の中心
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問7 子育てに関する具体的な項目についてどの程度意識したか ×
F4 現在の住所の同一世帯の家族構成（夫婦＋子ども2人）
 夫婦＋子ども2人世帯では、子育て施策に対する回答が全体として中～高い水準に寄り、低い水準の回答は限定的。
 特に多くの項目で「4（ある程度意識した）」が中心で「5（強く意識）」が一部に上乗せされ、1～2は散発的。

MA  ①市内へ転入  ②市内間の転居  ③市外への転出  ④市内の在住

※回答者総数:222人
※③市外への転出は除外

回答の中心
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問7 子育てに関する具体的な項目についてどの程度意識したか ×
F4 現在の住所の同一世帯の家族構成（夫婦＋子ども3人）
 夫婦＋子ども3人世帯では、子育て施策への意識は全体として中～高い水準に偏り、低い水準の回答は限定的に見られる。
 多くの項目で「4（ある程度意識した）」が中心となり、項目差はありつつも“概ね意識されている”傾向が読み取れる。

MA  ①市内へ転入  ②市内間の転居  ③市外への転出  ④市内の在住

※回答者総数:56人
※③市外への転出は除外

回答の中心
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問7 子育てに関する具体的な項目についてどの程度意識したか ×
F4 現在の住所の同一世帯の家族構成（夫婦＋子ども4人以上）
 夫婦＋子ども4人以上世帯では、子育て関連の各項目に対する意識は全体的に高く、評価「4～5」が多数を占める。
 一方で評価「1」は少数（約9.1%）にとどまり、項目間の差よりも「高意識層が厚い」ことが示されている。

MA  ①市内へ転入  ②市内間の転居  ③市外への転出  ④市内の在住

※回答者総数:11人
※③市外への転出は除外

回答の中心
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問7 子育てに関する具体的な項目についてどの程度意識したか ×
F4 現在の住所の同一世帯の家族構成（三世代同居）
 三世代同居世帯では、各項目について「意識している」側の回答が全体的に多く、高い関心がうかがえる。
 一方で「ほとんど意識していない」側は相対的に少なく、項目横断で“意識度が高めに偏る”傾向が読み取れる。

MA  ①市内へ転入  ②市内間の転居  ③市外への転出  ④市内の在住

※回答者総数:27人
※③市外への転出は除外

回答の中心
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問7 子育てに関する具体的な項目についてどの程度意識したか ×
F4 現在の住所の同一世帯の家族構成（その他）
 「家族構成（その他）」の世帯では、子育て施策の各項目に対して「意識している」回答が全体として目立つ。
 一方で「意識していない」は相対的に少なく、項目横断で高意識側に偏る傾向が読み取れる。

MA  ①市内へ転入  ②市内間の転居  ③市外への転出  ④市内の在住

※回答者総数:60人
※③市外への転出は除外

回答の中心



2828

問7 子育てに関する具体的な項目についてどの程度意識したか ×
F16 世帯年収（200万円未満）
 世帯年収200万円未満では、子育て施策の具体項目について「意識した」と捉える回答が中心で、全体として

関心・意識は相対的に高く、特に生活に直結する支援ほど意識されやすい。

MA  ①市内へ転入  ②市内間の転居  ③市外への転出  ④市内の在住

※回答者総数:22人
※③市外への転出は除外

回答の中心



2929

問7 子育てに関する具体的な項目についてどの程度意識したか ×
F16 世帯年収（200万円～400万円未満）
 世帯年収200万円～400万円未満では、子育てに関する具体項目は総じて「意識した」側に寄っており、支援策への

関心が全体的に高い傾向が見られる。

MA  ①市内へ転入  ②市内間の転居  ③市外への転出  ④市内の在住

※回答者総数:44人
※③市外への転出は除外

回答の中心



3030

問7 子育てに関する具体的な項目についてどの程度意識したか ×
F16 世帯年収（400万円～600万円未満）
 世帯年収400～600万円未満では、子育てに関する具体項目は全体として「意識した」側に寄っており、

日常の子育てに直結する支援・サービスは意識されやすいものの項目によっては中位評価も一定見られる。

MA  ①市内へ転入  ②市内間の転居  ③市外への転出  ④市内の在住

※回答者総数:106人
※③市外への転出は除外

回答の中心



3131

問7 子育てに関する具体的な項目についてどの程度意識したか ×
F16 世帯年収（600万円～800万円未満）
 世帯年収400～600万円未満では、子育てに関する具体項目は全体として「意識した」側に寄っている。
 生活に直結する支援・サービスは意識されやすい反面、内容によっては中位評価も多く、重視度が分散している。

MA  ①市内へ転入  ②市内間の転居  ③市外への転出  ④市内の在住

※回答者総数:129人
※③市外への転出は除外

回答の中心



3232

問7 子育てに関する具体的な項目についてどの程度意識したか ×
F16 世帯年収（800万円～1,000万円未満）
 世帯年収800～1,000万円未満では、子育てに関する具体項目の多くで「意識した」回答が中心となっている。
 特定の項目に偏るというより、支援制度から教育・環境面まで意識が分散しており、子育て関連要素を総合的に

見ている傾向がうかがえる。

MA  ①市内へ転入  ②市内間の転居  ③市外への転出  ④市内の在住

※回答者総数:101人
※③市外への転出は除外

回答の中心



3333

問7 子育てに関する具体的な項目についてどの程度意識したか ×
F16 世帯年収（1,000万円～1,200万円未満）
 世帯年収1,000～1,200万円未満では、子育て施策の具体項目について「意識した」回答は一定程度見られる。
 特定の支援に強く寄るというより、子育て関連要素の捉え方が分散しており、居住地選択での重視度は項目ごとに

差が生じている。

MA  ①市内へ転入  ②市内間の転居  ③市外への転出  ④市内の在住

※回答者総数:67人
※③市外への転出は除外

回答の中心



3434

問7 子育てに関する具体的な項目についてどの程度意識したか ×
F16 世帯年収（1,200万円～1,400万円未満）
 世帯年収1,200～1,400万円未満では、子育て関連の具体項目は「意識した」側が一定ある一方、重視する項目

が世帯内で分散しており、子育て要素を“取捨選択しながら”捉えている傾向がうかがえる。

MA  ①市内へ転入  ②市内間の転居  ③市外への転出  ④市内の在住

※回答者総数:32人
※③市外への転出は除外

回答の中心



3535

問7 子育てに関する具体的な項目についてどの程度意識したか ×
F16 世帯年収（1,400万円以上）
 世帯年収1,400万円以上では、子育て関連項目は総じて「意識した」回答が中心である一方、項目間のばらつきも

大きく、強く意識する論点と相対的に意識が伸びにくい論点が分かれる。

MA  ①市内へ転入  ②市内間の転居  ③市外への転出  ④市内の在住

※回答者総数:23人
※③市外への転出は除外

回答の中心



3636

問7 子育てに関する具体的な項目についてどの程度意識したか ×
F16 世帯年収（意識度:3）
 意識度3は、おむつ等の現物給付や学童・住環境（住宅補助等）などの項目で出やすく、中間層で中位評価が

溜まりやすい一方、低・高所得層では“意識する／しない”に振れやすい項目が見られる。

MA  ①市内へ転入  ②市内間の転居  ③市外への転出  ④市内の在住

※③市外への転出は除外



3737

問7 子育てに関する具体的な項目についてどの程度意識したか ×
F15 雇用形態 (回答者 × 配偶者/パートナー)(共働き(両者フルタイム))
 重視が中心に寄りやすいのは、医療費助成・保育料減免・待機児童・学童など、費用負担と預け先確保に直結する項目。
 一方、妊婦健診等の保健サービスや住宅補助、学校教育環境は、他項目に比べて重視の出方が分散している。

MA  ①市内へ転入  ②市内間の転居  ③市外への転出  ④市内の在住

※回答者総数:283人
※③市外への転出は除外

回答の中心



3838

問7 子育てに関する具体的な項目についてどの程度意識したか ×
F15 雇用形態 (回答者 × 配偶者/パートナー)(共働き)
 共働きでは、医療費助成／保育料減免／待機児童・学童／病児保育など「費用負担と預け先確保」に直結する項目が

回答の中心に寄りやすい。

MA  ①市内へ転入  ②市内間の転居  ③市外への転出  ④市内の在住

※回答者総数:127人
※③市外への転出は除外

回答の中心



3939

問7 子育てに関する具体的な項目についてどの程度意識したか ×
F15 雇用形態 (回答者 × 配偶者/パートナー)(片働き)
 片働きでは、子ども医療費助成・保育料の減免・待機児童など、家計負担と預け先確保に直結する項目が「回答の中心」

に寄りやすい。
 一方、妊婦健診/乳幼児健診などの保健サービスや住宅補助は相対的に意識が分散し、項目間で重視の濃淡が出ている。

MA  ①市内へ転入  ②市内間の転居  ③市外への転出  ④市内の在住

※回答者総数:98人
※③市外への転出は除外

回答の中心



4040

問7 子育てに関する具体的な項目についてどの程度意識したか ×
F15 雇用形態 (回答者 × 配偶者/パートナー)（意識度:3）
 共働きフラグ別に見ても、「現物給付（おむつ支給等）」「病児保育・相談窓口等の手厚さ」「学童の受入規模」

が意識度3の中心となる項目。

MA  ①市内へ転入  ②市内間の転居  ③市外への転出  ④市内の在住



4141

問7 子育てに関する具体的な項目についてどの程度意識したか ×
F15 雇用形態 (回答者 × 配偶者/パートナー)（意識度:4）
 妊婦健診・乳幼児健診などの保健サービス、子ども向け施設の充実、学校を含む教育環境が、意識度4の中心となる項目。

MA  ①市内へ転入  ②市内間の転居  ③市外への転出  ④市内の在住



4242

問7 子育てに関する具体的な項目についてどの程度意識したか ×
F15 雇用形態 (回答者 × 配偶者/パートナー)（意識度:5）
 子ども医療費の助成は、共働き（両者フルタイム／共働き）・片働きのいずれでも意識度5の中心となる項目。

MA  ①市内へ転入  ②市内間の転居  ③市外への転出  ④市内の在住



4343

問8 現在の居住地で生活する中で重視している条件
 全体的な傾向として、重要度が満足度を上回る項目が多い。
 「子育て支援・保育サービス」「事故・犯罪」「教育環境」「自然災害」で差分が大きい一方、

「遊び・娯楽」「都市景観」「多様性と寛容性」「文化・イメージ」は差分が小さい。

重要度ー満足度の差が多い＝課題感が強
い
「子育て支援・保育サービス」
「事故・犯罪」
「教育環境」
「自然災害」

重要度ー満足度の差が小さい＝課題感は弱
い
「遊び・娯楽」
「都市景観」
「多様性と寛容性」
「文化・イメージ」

MA  ①市内へ転入  ②市内間の転居  ③市外への転出  ④市内の在住

※「③市外への転出」は現在居住している
尼崎市以外の自治体に関する
重要度/満足度で評価



4444

参考:現在の居住地で生活する中で重視している条件(尼崎在住者分析①)
MA  ①市内へ転入  ②市内間の転居  ③市外への転出  ④市内の在住

尼崎市在住者
(=①②④合算)



4545

参考:現在の居住地で生活する中で重視している条件(尼崎在住者分析②)
MA  ①市内へ転入  ②市内間の転居  ③市外への転出  ④市内の在住

尼崎市在住者
(=①②④合算)



4646

参考:現在の居住地で生活する中で重視している条件(尼崎在住者分析③)
MA  ①市内へ転入  ②市内間の転居  ③市外への転出  ④市内の在住

尼崎市在住者
(=①②④合算)



4747

参考:現在の居住地で生活する中で重視している条件(尼崎在住者分析④)
MA  ①市内へ転入  ②市内間の転居  ③市外への転出  ④市内の在住

尼崎市在住者
(=①②④合算)



4848

参考:現在の居住地で生活する中で重視している条件(尼崎在住者分析⑤)
MA  ①市内へ転入  ②市内間の転居  ③市外への転出  ④市内の在住

尼崎市在住者
(=①②④合算)



4949

問8 現在の居住地で生活する中で重視している条件（クロス集計）
 重要度が満足度を上回る項目が多く、特に子育て支援・保育サービス/事故・犯罪/教育環境系で差分が大きい。
 重要度と満足度の差分が少ない項目としては遊び・娯楽/都市景観/多様性と寛容性があげられる。

MA  ①市内へ転入  ②市内間の転居  ③市外への転出  ④市内の在住

※「③市外への転出」は現在
居住している尼崎市以外の
自治体に関する重要度/満足度
で評価



5050

補足:重要度/満足度について

平均重要度=
回答者数

人数×重要度順位(点数)の総得点
平均満足度=

回答者数

人数×満足度順位(点数)の総得点

〇例
住居に関する回答者100人の重要度/満足度の内訳以下だった場合
重要度-1位:10人,2位:20人,3位:30人,4位:20人,5位:20人
満足度-1位:20人,2位:10人,3位:40人,4位:30人,5位:0人

【人数×Must順位(点数)の総得点】
1位:10人 → 10人×5点=50点
2位:20人 → 20人×4点=80点
3位:30人 → 30人×3点=90点
4位:20人 → 20人×2点=40点
5位:20人 → 20人×1点=20点
合計＝50+80+90+40+20 = 280点

【人数×Want順位(点数)の総得点】
1位:20人 → 20人×5点=100点
2位:10人 → 10人×4点=40点
3位:40人 → 40人×3点=120点
4位:30人 → 30人×2点=60点
5位:0人 → 0人×1点=0点
合計＝100+40+120+60+0= 320点

平均重要度＝280点/100人＝2.8
平均満足度＝320点/100人=3.2

【重要度順位と点数】
1位:5点,2位:4点,3位:3点,4位:2点,5位:1点

【満足度順位と点数】
1位:5点,2位:4点,3位:3点,4位:2点,5位:1点



5151

F1 ひとつ前の住所
 大阪市からの転入が最も多く、次いで神戸市・西宮市と続く。阪神エリアからの転入が多いことがうかがわれる。

 ①市内へ転入  ②市内間の転居  ③市外への転出SA

※上位1位-5位を抽出



5252

F2 現在の住所の通算居住年数
 ①～③（転入・市内転居・転出）は共通して、直近3年以内の“住み替え直後層”が中心になっている。
 一方④（市内の在住）は、5年以上の居住者でほぼ占められ、⾧期定住層が大半となっている。

 ①市内へ転入  ②市内間の転居  ③市外への転出  ④市内の在住SA



5353

F3 現在の住所から最も利用頻度が高い駅・徒歩時間
 普段使いの駅は武庫之荘駅が圧倒的に多く、立花・JR尼崎・阪急塚口・JR塚口は大きな差が見られない。

SA  ①市内へ転入  ②市内間の転居  ③市外への転出  ④市内の在住

※上位1位-5位を抽出
※③市外への転出は除外



5454

F3 現在の住所から最も利用頻度が高い駅・徒歩時間
 普段使いの駅は武庫之荘駅が圧倒的に多く、立花・JR尼崎・阪急塚口・JR塚口は大きな差が見られない。

SA  ①市内へ転入  ②市内間の転居  ③市外への転出  ④市内の在住

※尼崎市内の駅を抽出
※③市外への転出は除外



5555

F3 現在の住所から最も利用頻度が高い駅・徒歩時間
 どの駅でも利用者の居住地（所要時間）は「30分未満」に集中しており、45分超はほぼ0％。
 特に塚口（JR）は15分未満が77.07%と近距離利用が突出し、立花は15～30分が52.58%とやや広めの圏域が目立つ。

SA  ①市内へ転入  ②市内間の転居  ③市外への転出  ④市内の在住

※上位1位-5位を抽出
※③市外への転出は除外



5656

F3 現在の住所の同一世帯の家族構成
 ①市内への転入と②市内間の転居は家族構成の分布が類似している。
 一方で④市内の在住は、同じく子育て世帯が多い中でも「夫婦＋子ども3人」が相対的に多く、

①～③より家族規模が大きい層が一定数含まれる。

SA  ①市内へ転入  ②市内間の転居  ③市外への転出  ④市内の在住



5757

F4 現在の住所の同一世帯の家族構成（家族人数別回答者数）
 ①市内への転入と②市内間の転居は分布がよく似ており、子育て世帯（核家族）の住み替えが主流。
 一方で④市内の在住は、同じく子育て世帯が多い中でも「夫婦＋子ども3人」が相対的に多く、

①～③より家族規模が大きい層が一定数含まれる。

SA  ①市内へ転入  ②市内間の転居  ③市外への転出  ④市内の在住



5858

F4 現在の住所の同一世帯の家族構成（第1子～第3子の年齢分布）
 第1子～第3子いずれも年齢分布は0～3歳に集中しており、6歳以降は件数が急減（9歳以上はほぼ僅少）。
 市外からの転入・市内転居・市内在住のいずれの層でも同傾向で、今回のアンケートは乳幼児を抱える世帯が中心。

SA  ①市内へ転入  ②市内間の転居  ③市外への転出  ④市内の在住



5959

F5 引っ越し前後の住居の種類
 引っ越し前後の住居種別では、引っ越し前は「借家（マンション等）」が7割強～8割強で最多である一方、

引っ越し後は「持家（戸建て）」が4割～5割強となっており、この傾向は3つの属性で共通。
 引っ越しを契機に賃貸マンションから戸建てへと住み替えている層が多いことがうかがえる。

SA  ①市内へ転入  ②市内間の転居  ③市外への転出



6060

F5 参考:引越前:借家→引越後:持ち家の回答者数
SA  ①市内へ転入  ②市内間の転居  ③市外への転出



6161

F5 引っ越し前後の住居の広さ
 引っ越し前後の住居の広さについては、引っ越し前は「40～60㎡」が最多であるが、引っ越し後は「60～80㎡」が

最多となっており、引っ越しを契機により広い住居へ住み替えている実態がうかがえる。

SA  ①市内へ転入  ②市内間の転居  ③市外への転出



6262

F5 引っ越し前後の住居の広さ(引越前:借家→引越後:持ち家)
 引っ越し前は比較的コンパクトな住戸が中心だが、引っ越し後はより広い住戸へシフトする傾向がみられる。
 この傾向はいずれでも共通しており、「住み替え＝広さの拡大」を伴いやすいことが示唆される。

SA  ①市内へ転入  ②市内間の転居  ③市外への転出



6363

F5 引っ越し前後の住居の間取り
 引っ越し前後の住居の広さについては、引っ越し前は「2DK・2LDK・3K」が最多。
 引っ越し後は「3DK・3LDK・4K」が最多となっており、引っ越しを契機により広い住居へ住み替えている実態が

うかがえる。

SA  ①市内へ転入  ②市内間の転居  ③市外への転出



6464

F5 引っ越し前後の住居の間取り(引越前:借家→引越後:持ち家)
 引っ越し前は比較的小さめの間取りが中心だが、引っ越し後ではファミリー向けの広い間取りへとシフトしている。
 この住み替えパターンはいずれでも共通して見られ、住環境の拡張ニーズが強いことがうかがえる

SA  ①市内へ転入  ②市内間の転居  ③市外への転出



6565

F5 引っ越し前後の住居の敷地面積
 いずれのグループも敷地面積を把握していない層（賃貸・集合住宅中心／契約書で意識しない等）が多くみられる。
 ①市内への転入/②市内間の転居では極端に広い敷地より100-150㎡の“標準的な敷地レンジ”へ引越す傾向がうかがえる。

SA  ①市内へ転入  ②市内間の転居  ③市外への転出



6666

F5 引っ越し前後の住居の敷地面積(引越前:借家→引越後:持ち家)
 引っ越し前は敷地面積が「わからない」という回答が多い一方、引っ越し後では住み替え後は

敷地面積が把握される回答が増え、構成は相対的に「より大きい面積帯」へシフトする傾向が見られる。

SA  ①市内へ転入  ②市内間の転居  ③市外への転出



6767

F4 現在の住居の種類
 在住者の住まいは持家（戸建て）/借家（マンション等）/持家（マンション等）で約96%を占め、

戸建て持ち家/集合住宅(賃貸・持家)に大きく二極化している傾向がうかがえる。

 ④市内の在住SA



6868

F4 現在の住居の広さ
 わからない層を除き、回答者の約半数が「40～100㎡未満」の範囲であり、40㎡未満や100㎡以上は

少数派であることから極端に狭い／広い住戸よりも、一定の広さの居住空間に需要があることがうかがえる。

SA  ④市内の在住



6969

F4 現在の住居の間取り
 間取りは「3DK・3LDK・4K」が最多で、次いで「2DK・2LDK・3K」、「4DK・4LDK・5K以上」が続き、

“2～4LDK相当のファミリー向け住戸”が中心という構図がうかがえる。

SA  ④市内の在住



7070

F4 現在の住居の敷地面積
 「わからない」が最多で、在住者の半数以上は敷地面積を把握していない傾向がうかがえる。
 敷地面積が分かる層に限ると、最多は「80～100㎡未満」、次いで「100～150㎡未満」が続き、80～150㎡帯が

中心になっている。

SA  ④市内の在住



7171

F6 自家用車の所有状況
 市外転出について、他の属性よりも自家用車保有率が10～15%高く、公共交通の利便性が高い尼崎市からの転出に

一定程度、転出容易性として影響していると考えられる。

SA  ①市内へ転入  ②市内間の転居  ③市外への転出  ④市内の在住



7272

F7 引っ越し前後の住居の家賃（借家）
 転居前はいずれの属性でも、家賃（取得価格）は7～12万円未満（特に8～10万円/10～12万円）に回答が集中。
 転居後は②市内間の転居で10～12万円未満/③市外への転出で12～14万円未満の増加があるなど、全体として

10～12万円未満の比率が上がる傾向がみられる。

SA  ①市内へ転入  ②市内間の転居  ③市外への転出



7373

F7 引っ越し前後の住居の取得価格（持ち家）
 価格帯が見えている範囲で、転居前は2,000～4,000万円台中心で分布が比較的まとまっている。
 転居後は全属性で「わからない」が約1割程度まで低下、分布も4,500万円以上に厚みが出ることから、転居後ほど

高価格帯の選択が増える傾向がうかがえる。

SA  ①市内へ転入  ②市内間の転居  ③市外への転出



7474

F6 現在の住居の家賃（借家）
 市内在住の家賃のボリュームゾーンは8～12万。

SA  ④市内の在住



7575

F6 現在の住居の取得価格（持ち家）
 市内在住の持ち家の取得価格のボリュームゾーンは3,000～4,500万円未満。

SA  ④市内の在住



7676

F8 住宅を選ぶ際に参考にする情報源
 住宅を選ぶ際の情報源としては、「不動産会社のウェブサイト・情報誌・チラシ」「不動産会社の店舗での相談・

案内」が上位を占め、上位における属性別の差異はほとんど見られない。
 市外転出は、「SNS」について他属性よりも突出しており、「住宅展示場・モデルハウス」もやや多い傾向。

MA  ①市内へ転入  ②市内間の転居  ③市外への転出  ④市内の在住



7777

F9 居住の継続／引っ越しの意向
 「できれば引っ越したい」「是非引っ越したい」の合計では、市内在住が約15％全属性の中で最も高い。

 ①市内へ転入  ②市内間の転居  ③市外への転出  ④市内の在住SA



7878

F10 現在住んでいる地域への愛着
 市内間転居・市内在住ともに「とても愛着がある」「やや愛着がある」の合計が7割を超えており、地域への愛着は高い。
 また、市内転入でもこの割合が6割弱であることから、地域への愛着醸成は概ね良好であるとうかがえる。

 ①市内へ転入  ②市内間の転居  ③市外への転出  ④市内の在住SA



7979

F11 現在住んでいる地域や社会の活性化/発展への貢献意向
 住んでいる地域への貢献に対する意向は、「強くそう思う」「ややそう思う」の合計が50%～65%と半数以上。
 「ややそう思う」は全属性で大きな差異がなく、「強くそう思う」の差が前述の差として表れている。

 ①市内へ転入  ②市内間の転居  ③市外への転出  ④市内の在住SA



8080

F12 回答者と配偶者/パートナーの出身地
 出身地は「尼崎市」が最多で、①～④すべての属性でボリュームが大きい。
 次いで「神戸市」「大阪市」が多く、奈良県・京都府の市町村は相対的に少数。

 ①市内へ転入  ②市内間の転居  ③市外への転出  ④市内の在住SA

※市町村単位で上位1位-10位で抽出

回答者 配偶者/パートナー



8181

F13 現在の住居の地区（自治体別）
 現住所は兵庫県内に集中しており、「尼崎市」が大半を占める。
 ③市外への転出の転出先は兵庫県が中心で、奈良など他府県はごく少数にとどまり、転出先は近隣エリアに偏る

傾向がある。

 ①市内へ転入  ②市内間の転居  ③市外への転出  ④市内の在住SA



8282

F13 現在の住居の地区（尼崎市内の地区別）
 回答者は立花地区/園田地区/武庫地区が多い一方、大庄地区/中央地区は相対的に少ない。
 多くの地区で①市内へ転入/②市内間転居が中心だが、武庫地区は②市内間転居が①市内へ転入を上回り、

市内の既存住民が武庫地区へ住み替える動きが強い。

 ①市内へ転入  ②市内間の転居  ④市内の在住SA



8383

F13 現在の住居の地区 × F16 世帯年収（税込）(③市外への転出)
 兵庫県側は伊丹市・西宮市・宝塚市など阪神間～神戸市周辺で「600～1,000万円」が厚く、都心近接の住宅地帯に

中上位所得が寄る。
 大阪府側は、大阪市で年収帯が広く分布しつつ、豊中市・吹田市・茨木市など北摂エリアでは「600～1,000万円」

中心に山ができる。

 ①市内へ転入  ②市内間の転居  ③市外への転出  ④市内の在住SA



8484

F14 回答者の勤務先
 勤務先は、全体では尼崎市内＞大阪市＞神戸市＞西宮市の順に多い。
 属性別に見ると、市内転入のみ大阪市が第1位となっている。

 ①市内へ転入  ②市内間の転居  ③市外への転出  ④市内の在住SA

回答者

※TOP5で出力



8585

F14 配偶者/パートナーの勤務先
 勤務先は、全体では大阪市＞尼崎市内＞神戸市＞伊丹市の順で回答者の順序と異なる。
 属性別に見ると、市内転入のみ大阪市が第1位となっている。

※TOP5で出力

 ①市内へ転入  ②市内間の転居  ③市外への転出  ④市内の在住SA

配偶者/パートナー



8686

F14 回答者の通勤時間
 全体の傾向としては「15～30分」または「30～45分」が最多もしくは次点となった一方で、市外転出については

「60分以上」が最多となっており、明確な差異が存在。
 市外転出により、通勤時間が⾧くなっている層が一定数存在すると推測される。

 ①市内へ転入  ②市内間の転居  ③市外への転出  ④市内の在住SA

回答者



8787

F14 配偶者/パートナーの通勤時間
 配偶者は回答者より「30～45分未満」と「60分以上」で割合が高く、特に③市外への転出は60分以上が高水準。
 その反面、「45～60分未満」は配偶者で低く、中間帯が回答者と比較して相対的に少ない傾向がうかがえる。

 ①市内へ転入  ②市内間の転居  ③市外への転出  ④市内の在住SA

配偶者/パートナー



8888

F14 回答者の平均通勤時間
 勤務先までの平均通勤時間は、市外へ転出する層が最も⾧く、一方尼崎在住者層は短めで推移している。

 ①市内へ転入  ②市内間の転居  ③市外への転出  ④市内の在住SA

14,2518,35511,25311,334通勤時間合計(分)

416185309293回答者数(人)

36,838

1,018

尼崎市在住者(①②④合算)

平均通勤時間
36.19分



8989

参考:回答者の勤務先別回答者数および平均通勤時間
 ①市内へ転入  ②市内間の転居  ③市外への転出  ④市内の在住SA



9090

F14 配偶者/パートナーの平均通勤時間
 配偶者／パートナーの平均通勤時間は、市外への転出層で相対的に⾧く、尼崎市内在住層は短めに出ている。
 特に④市内の在住者は他セグメントと比較すると約5分ほど通勤時間が短い。

 ①市内へ転入  ②市内間の転居  ③市外への転出  ④市内の在住SA

12,3346,0629,9788,565通勤時間合計(分)

337140240208回答者数(人)

30,877

785

尼崎市在住者(①②④合算)

平均通勤時間
39.33分



9191

参考:配偶者/パートナーの勤務先別回答者数および平均通勤時間
 ①市内へ転入  ②市内間の転居  ③市外への転出  ④市内の在住SA



9292

F15 回答者の職業（雇用形態と産業分類）
 産業分類は、全体では「製造業」が最多であり、次いで「医療・福祉」、「卸売業」と続く。
 一方で雇用形態をパート・アルバイトに限定すると、「医療・福祉」が最多、次点で「サービス業」となっている。

 ①市内へ転入  ②市内間の転居  ③市外への転出  ④市内の在住SA

回答者



9393

F15 回答者の職業（雇用形態と産業分類）
 産業分類は、全体では「製造業」が最多であり、次いで「医療・福祉」、「卸売業」と続く。
 一方で雇用形態をパート・アルバイトに限定すると、「医療・福祉」が最多、次点で「サービス業」となっている。

 ①市内へ転入  ②市内間の転居  ③市外への転出  ④市内の在住SA

回答者(正規社員のみ) 回答者(アルバイトのみ)



9494

F15 配偶者/パートナーの職業（雇用形態と産業分類）
 配偶者も最多は「製造業」で、件数も 213件と回答者（216件）とほぼ同水準で、中心は同じ傾向。
 一方で「医療・福祉」は配偶者127件と回答者（177件）より少なく、配偶者のほうが相対的に業種の偏りが

弱く分散している。

 ①市内へ転入  ②市内間の転居  ③市外への転出  ④市内の在住SA

配偶者/パートナー



9595

F15 配偶者/パートナーの職業（雇用形態と産業分類）
 配偶者も最多は「製造業」で、件数も 213件と回答者（216件）とほぼ同水準で、中心は同じ傾向。
 一方で「医療・福祉」は配偶者127件と回答者（177件）より少なく、配偶者のほうが相対的に業種の偏りが

弱く分散している。

 ①市内へ転入  ②市内間の転居  ③市外への転出  ④市内の在住SA

配偶者/パートナー(正規社員のみ) 配偶者/パートナー(アルバイトのみ)



9696

F15 雇用形態 (回答者 × 配偶者/パートナー)
 市内転入/市内転居/市外転出/市内在住の別に、配偶者・パートナーとの就業形態の構成比を比較。
 いずれの区分でも共働きが過半(約61～74%)を占め、共働き以外は約14～21%、不明は約9～17%のレンジ。

 ①市内へ転入  ②市内間の転居  ③市外への転出  ④市内の在住SA



9797

F16 世帯年収（税込）
 世帯年収は、全属性で600～800万が最多。
 二番目のレンジは市外転出は800～1,000万である一方で、その他の属性は400～600万であった。
 市外転出者は低所得者が少なく、他の属性と比較し、やや収入が高い傾向がうかがえる。

 ①市内へ転入  ②市内間の転居  ③市外への転出  ④市内の在住SA


